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●要約

　本研究は、地域産業の成長を雇用（2009年及び2014年データに基づく従業者数）の増減で捉え、成長の要因

を地域変動化分析（シフト・シェア分析）によって全国成長要因、産業構成要因及び地域特殊要因に分解し、

その考察を試みた。その結果、おおむねつぎのことが明らかとなった。

　①　本研究において区分した稚内市、宗谷、道北、道央、道東及び道南の道内各地域は、いずれの

地域も地域特殊要因によるマイナスの影響があり、地域特殊要因は産業構成要因よりも大きな

影響を与えている。

　②　稚内市おける産業別成長要因としては、「医療，福祉」部門が産業構成要因、地域特殊要因と

もに成長に正の影響を、「運輸業，郵便業」「製造業」「宿泊業，飲食サービス業」及び「生活

関連サービス業，娯楽業」部門が産業構成要因、地域特殊要因ともに成長に負の影響を、それ

ぞれ与えた。

　③　宗谷地域おける産業別成長要因としては、「複合サービス事業」及び「医療，福祉」部門は全

国的には成長の傾向にあるものの、地域特殊要因が成長に負の影響を与えた。

●キーワード

　地域変動効果分析（シフト・シェア分析）、経済センサス、従業者数、全国成長要因、産業構成要因、

　地域特殊要因
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１．はじめに
　地域産業の成長がどのような要因から生じるのか、「地域創生」が声高に言われる現在において関

心を寄せるところだろう。

　これについて、本研究は地域変動効果分析を用いて議論したい。地域変動効果分析は、シフト・シ

ェア分析ともいわれ、地域経済の成長要因を分析する手法として広く利用されている（佐竹［1984］206頁）。

たとえば、近年の先行研究として、農業部門では日本のどの地域においても全体的に生産額が縮小す

る傾向にあるが、食品産業においては「地域特殊要因」に大きな地域差が存在していることを指摘し

た金田（2011）や、九州沖縄地域における食品工業生産の出荷額等の動向を分析し、変動の特徴を明

らかにし、全国との対比から検討した倉知（2009）、日本における地域間の経済格差の拡大のうちどの

程度が産業構造（注1）の違いによって説明され、どの程度が産業構造の違いによっては説明されないの

か（つまり、地域特殊要因であるのか）を議論した小本（2008）などがある。

　以上の先行研究では、金田（2011）は経済産業省「地域内産業連関表」による生産額を用いた全国

９地域（地域区分：北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州及び沖縄）のデータ分析、倉知（2009）は経

済産業省「工業統計表」による製造品出荷額等を用いた全国と九州及び沖縄各地域のデータ分析、小

本（2008）は内閣府「県民経済計算年報」による実質ＧＤＰを用いた全国９地域（地域区分：北海道、東北、

関東、北陸、東海、近畿、中国、四国及び九州）のデータ分析がそれぞれ行われている。

　さて、本研究の主題は、稚内市及び宗谷地域（北海道宗谷総合振興局管内の地域をいう）の地域産業の成長

要因を地域変動効果分析（シフト・シェア分析）によって考察しようというものである。このような市町

村や都道府県の支庁レベルの地域について分析をおこなう場合、しばしば分析にベストマッチなデー

タを得られないということがある。一部の基幹統計では、市町村単位での金額ベースのデータを公表

しているが、農林水産業や製造業、商業等、地域産業を網羅的に金額ベースで捕捉するデータを取得

するのは容易ではないといえよう。そのようなこともあり、これまでも、地域変動効果分析（シフト・

シェア分析）では、雇用者数（就業者数：総務省統計局「国勢調査」や従業者数：総務省統計局「経済センサス」）を説明

に利用することが多い（たとえば濱田［2015］135頁、佐竹［1984］）。このようなデータ整備の状況も踏まえ、

本研究は従業者数を用いる。

　なお、本研究が「稚内市」や「宗谷地域」という地域を対象にする理由を付しておきたい。先行研

究にみられる金額ベースのデータは、たとえば、産業連関表を用いれば都道府県レベルは捕捉可能で

ある。北海道においては国土交通省北海道開発局が「北海道内地域間産業連関表」を作成しているこ

とから、６地域（道央、道南、道北、オホーツク、十勝及び釧路・根室）別に捕捉できる。ただし、道北につい

ては、宗谷総合振興局、上川総合振興局及び留萌振興局のエリアとされ、北は稚内市から南は占冠村

まで、直線距離で実に約275km離れている。これは、九州（離島を除く）北東部に位置する北九州市か

ら鹿児島市までの直線距離約256kmよりも長い（注2）。つまり、同じ道北という圏域の稚内市と占冠村

の距離は、福岡県北九州市から熊本県を経て鹿児島県鹿児島市へ至る距離よりも長く、広範な圏域の

面積を持っているといえる。本研究は、以上のような北海道が広範な圏域面積を持つという現状を踏

まえ、稚内市、宗谷地域の産業の状況（地域経済の成長）を、従業者数という雇用データを指標に用い

て考察することとした。

　以下、２節ではデータと分析手順を、３節では分析方法を、４節では分析結果をそれぞれ述べ、５
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節において考察を行う。

２．データと分析手順
　本研究において分析の対象とする地域は、図表１の通りとする。なお、北海道の稚内、宗谷地域以

外の圏域や道外の都府県との比較検討を行うため、「道央」「道南」「道東」「道南」及び「道外」も分

析対象地域とした。また、「道北」については宗谷総合振興局管内の市町村を、「宗谷」には稚内市を

内包せずデータをセットした。

図表１．分析対象地域の区分

　本研究において用いるデータは、総務省統計局「平成21年経済センサス基礎調査」及び「平成26年

経済センサス基礎調査」の産業大分類（注３）の全国市区町村別従業者数のデータである。これを図表

１の区分に再集計して用いた。データは、図表2-1及び2-2の通りである。

　また、分析に先立ち2009（平成21）年と2014（平成26）年の従業者数のデータから増減数と増減率を計

算した。計算結果は、図表3-1及び3-2の通りである。

　なお、本研究におけるデータ処理はMicrosoft Excel 2010（Microsoft Corporation，USA）の倍精度実数を、

加えて一部の図表作成はエクセル統計2015 for windows1.03（株式会社社会情報サービス，東京）の倍精度実

数をそれぞれ使用して行った。

図表２－１．各地域の従業者数（2009年）
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図表２－２．各地域の従業者数（2014年）

図表３－１．各地域の従業者増減数（2009～2014年）

図表３－２．各地域の従業者増減率（2009～2014年）
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３．分析方法
　本研究に用いる地域変動効果分析（以下、「シフト・シェア分析」という）は、地域の経済成長をその地域

の産業構成によって説明できる部分と説明できない部分（＝地域的な要因）に分けようとするものである。

以下、佐竹（1984）を参考に、分析方法を述べるとともに用語の定義を行う。

　さて、本研究では地域の経済成長を雇用（従業者数）を指標に分析するが、従業者数の０期から１期

の成長（増減）は、① 全国の全産業平均の雇用成長率と同じ率で成長したならば増減するであろう雇

用量、② 産業構成の格差による雇用の増減量、③ ①及び②を除く地域の特殊な事情による雇用の増

減量に分けることができるとする。すなわち、従業者数の０期から１期の成長（増減）を以下の式の

とおり定義する。

　ただし、X：雇用数（従業者数）、：第産業（公務を除く産業分類 A～ Rの18産業）、：第 地域（稚内市、宗谷、道北、

道央、道央、道東、道南及び道外の８地域）、・：それぞれの合計、 ：期（ 期は2014年、 -1期は2009年）を表す。

　（１）式で定義したように、右辺第１項は上述① 全国の全産業平均の雇用成長率と同じ率で成長し

たならば増減するであろう雇用量を示し、全国の産業成長に占める当該地域のシェアであると考える

ことができる。ゆえに、この部分で算出する仮設値を「全国成長要因（シェア効果）」と呼ぶことにする。

　さらに、右辺第１項からのかい離（第２項、第３項）は各地域占めるシェアのシフトと考えることができ、

これをシフト効果という。特に、右辺第２項は上述② 産業構成の格差による雇用の増減量を、第３

項は③ ①及び②を除く地域の特殊な事情による雇用の増減量をそれぞれ示す。ゆえに、右辺第２項

で算出する値を「産業構成要因（比例効果）」、第３項で算出する値を「地域特殊要因（差異効果）」と呼

ぶことにする。

　以上のような考え方に基づき、地域経済の成長要因（地域変動効果）を「全国成長要因」「産業構成要因」

及び「地域特殊要因」に分解して分析するのがシフト・シェア分析である。

４．分析結果
　まず、全国成長要因（シェア効果）は、増減率がマイナス1.74％であり、従業者増減数（実数）は、図

表4-1の通りとなった。

　次に、産業構成及び地域特殊要因（シフト効果）については、実際の従業者増減数から図表4-1のシェ

ア効果による増減数を減ずることで、図表4-2の通り算出された。

　さらに、シフト効果は式に基づき産業構成要因（比例効果）及び地域特殊要因（差異効果）に分けるこ

とができる。分析結果として、図表５を得た。なお、2009年の従業者数に対する増減率は、図表６の

通りとなった。

　最後に、各地域の地域変動効果（シェア及びシフト効果）を整理し、図表６にまとめた。

（１）
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図表４－１．全国成長要因による従業者増減数（2009～2014年）

図表４－２．産業構成及び地域特殊要因による従業者増減数（2009～2014年）

５．考察
　前節の結果をもとに、特に稚内市及び宗谷地域の産業の成長について考察したい。

　まずは、地域の産業構造の特徴（地域が得意とする産業）を特化係数から見ておこう。特化係数とは、「地

域 jにおける全産業に占める産業 iの割合／全国の全産業に占める産業 iの割合」である（注４）。この

数値が＞１ならば当該産業は全国の水準と比較して「特化」、＜１ならば「非特化」、＝１ならば「全

国水準」と、それぞれいえる。各地域の特化係数の値は、図表7-1及び7-2の通りである。

　2014年の稚内市において特徴的（本研究ではこれを特化係数＞２とする）（注５）な産業は、「漁業」及び「複

合サービス事業」であった。なお、18産業のうち12産業で2009年調査時点よりも特化係数が上昇した。

最も特徴的なのは「漁業」であり、特化係数（2014年）が23.71と非常に高かった。この値は道北：3.56、

道央：1.06、道東：13.48、道南：3.49と比較しても顕著であり、稚内市の産業が当該産業に特化して

いることがうかがえる（注６）。
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図表４－３．産業構成及び地域特殊要因に基づく期待増減数（2009～2014年）

図表５．産業構成及び地域特殊要因に基づく期待増減率（2009～2014年）
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　また、2014年の宗谷地域において特化係数＞２の産業は、「農業，林業」「漁業」「鉱業，採石業，

砂利採取業」「建設業」及び「複合サービス事業」であった。特に、「農業，林業」「漁業」及び「複

合サービス事業」については、他の地域よりも顕著に高い。すなわち、「農業，林業」は6.95で、比

較的高い道東：6.71、道北：4.23よりも高い。「漁業」は41.96で、稚内市の２倍弱、その他の地域で

最も高い道東：13.48の３倍強であった。また、「複合サービス事業」は6.23で、比較的高い稚内市：

2.32、道北：2.19、道東：2.27よりも顕著に高い状況にある。

　以上のような地域的な特徴を持つ稚内市及び宗谷地域において、地域経済の成長がどのような要因

によるものであったかを、シフト・シェア分析の結果から検討しよう。

　①　全国成長要因（シェア効果）

　全国成長要因（シェア効果）による成長は、マイナス1.74％であった。つまり、2009年から2014年の

期間の全国全産業平均の従業者数は減少しており、従業者増減数（実数）はマイナス1,014,425人であ

ったことを意味する。シフト・シェア分析により、全国成長要因に基づく稚内市の全産業の従業者増

減数を算出すれば、マイナス1,213人であった。また、宗谷地域ではマイナス1,202人であった（図表６）。

図表６．地域変動効果の要約（2009～2014年）

図表７－１．従業者数による特化係数（2009）
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　②　産業構成要因及び地域特殊要因（シフト効果）

　産業構成要因及び地域特殊要因（シフト効果）による成長は、産業構成要因（比例効果）と地域特殊要因（差

異効果）に分解して考察する。

　稚内市及び宗谷地域についての分析結果は次の通りである。稚内市において、産業構成要因に基づ

く従業者の期待増減数はマイナス311人（マイナス1.86％）であり、地域特殊要因に基づく従業者の期待

増減数は、マイナス611人（マイナス3.65％）であった。宗谷地域においては、産業構成要因に基づく従

業者の期待増減数はマイナス94人（マイナス0.71％）であり、地域特殊要因に基づく従業者の期待増減数

は、マイナス877人（マイナス6.59％）であった（図表６）。

　さて、上記の分析結果を他の地域の結果と比較し、地域産業のシフト効果による成長の特徴を明ら

かにしたい。地域特殊要因を横軸に産業構成要因を縦軸にとったグラフが図表８である。

　図表８のとおり、道外地域の地域特殊要因及び産業構成要因による従業者数の増減率はほぼ０％で

ある。これは、本研究において北海道以外の都府県を道外地域としたため、全国とほぼ同じ傾向を示

したためである。以下では、道内各地域の特徴について考察したい。

　図表８において、第１象限及び第２象限にある地域は産業構成要因による成長が正（プラス）であ

り、第３象限及び第４象限にある地域は産業構成要因による成長が負（マイナス）であることを意味する。

また、第１象限及び第４象限にある地域は地域特殊要因による成長が正（プラス）であり、第３象限及

び第２象限にある地域は地域特殊要因による成長が負（マイナス）であることを意味する。

　北海道内の各地域のうち、道北、道央、道東及び道南地域は第２象限に位置する。これらの地域に

ついては、産業構成要因に基づく成長がプラスで、地域特殊要因に基づく成長がマイナスである。ま

た、45°線の下方に位置するので、産業構成要因によるプラスの成長（従業者数の増加）よりも、地域特

殊要因に基づくマイナスの成長（従業者数の減少）が大きいといえる。さらに、原点からの距離が大き

いほど変化が大きく、両要因に基づく変化は道北が最も大きいといえる。

　次に、第３象限に位置する稚内市及び宗谷地域については、産業構成要因に基づく成長、地域特殊

要因に基づく成長がともにマイナスである。また、45°線の上方に位置するので、産業構成要因によ

るマイナスの成長（従業者数の減少）よりも、地域特殊要因に基づくマイナスの成長（従業者数の減少）が

図表７－２．従業者数による特化係数（2014）
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大きいといえる。稚内市は、産業構成要因、地域特殊要因によるマイナスの成長がともに大きいとい

える。宗谷地域は、産業構成要因によるマイナスの成長は小さいものの、地域特殊要因によるマイナ

スの成長は他の地域に比べても大きい（マイナス6.59）といえる。

　北海道の地域産業の成長は、地域特殊要因に大きな影響を受けていると考えられる。また、その効

果はマイナスである。道北、道央、道東、道南の各地域は、成長力のある産業を地域内に抱えている

ものの、地域的要因（地域特殊要因）による成長の後押しが乏しいという特徴があるといえよう。稚内

市及び宗谷地域の産業の成長は、成長力の劣る産業を多く抱えており、地域特殊要因による成長の後

押しも難しいという特徴があるといえよう。

　③　産業別成長要因

　上述②では、稚内市及び宗谷地域の地域産業の特徴を全体的に考察した。つぎに、各地域における

各産業の特徴を産業構成要因と地域特殊要因で考察したい。稚内市の産業別成長要因を図示したのが

図表９、宗谷地域の産業別成長要因を図示したのが図表10である。なお、図表９及び10は、従業者増

減数（実数）によるグラフである。増減率による議論もあるが、本研究は地域産業の各要因が及ぼす

雇用数全体への影響を考察したいため、実数を用いた。

　図表９により、稚内市における各産業の成長要因について、それぞれの要因による従業者増減数が

50人を超えていた産業について考察したい。まず、第１象限には「P 医療，福祉」が位置する。この

象限は、産業に成長力があり、地域固有の要因によって成長がみられた部門が位置する。「医療，福祉」

部門は、産業構成要因によって257人、地域特殊要因によって80人それぞれ増加した。

図表８．各地域の特徴（増減率による）
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　第３象限には、「H 運輸業，郵便業」「E 製造業」「M 宿泊業，飲食サービス業」「N 生活関連サービ

ス業，娯楽業」が位置する。この象限は、産業の成長力が乏しく（全国的にみて衰退部門）、また地域固有

の要因によってそれ以上に落ち込みが大きかった部門が位置する。「運輸業，郵便業」部門は産業構

成要因によって114人、地域特殊要因によって267人それぞれ減少した。「製造業」部門は産業構成要

因によって161人、地域特殊要因によって161人それぞれ減少した。「宿泊業，飲食サービス業」部門

は産業構成要因によって72人、地域特殊要因によって105人それぞれ減少した。「生活関連サービス業，

娯楽業」部門は産業構成要因によって66人、地域特殊要因によって51人それぞれ減少した。

図表９．稚内市における各産業の成長要因

図表10．宗谷地域（稚内市を除く）における各産業の成長要因
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　第４象限には、「D 建設業」「I 卸売業，小売業」が位置する。この象限は、産業の成長力が乏しい

ものの、地域固有の成長がみられ他地域に比べて有利な方向に展開した部門が位置する。「建設業」

部門は、産業構成要因によって242人減少したものの、地域特殊要因によって99人増加した。「卸売業，

小売業」部門は、産業構成要因によって205人減少したものの、地域特殊要因によって69人増加した。

　つぎに、　図表10により、宗谷地域における各産業の成長要因について、それぞれの要因による従

業者増減数が100人を超えていた産業について考察したい。まず、第２象限には「Q 複合サービス事業」

「P 医療，福祉」が位置する。この象限は、産業に成長力があるものの、地域固有の要因によって衰

退がみられる部門が位置する。「複合サービス事業」部門は、産業構成要因によって277人増加したも

のの、地域特殊要因によって586人減少した。「医療，福祉」部門は、産業構成要因によって171人増

加したものの、地域特殊要因によって７人減少した。

　第３象限には、「I 卸売業，小売業」「M 宿泊業，飲食サービス業」「H 運輸業，郵便業」が位置する。

「卸売業，小売業」部門は産業構成要因によって139人、地域特殊要因によって172人それぞれ減少した。

「宿泊業，飲食サービス業」部門は産業構成要因によって57人、地域特殊要因によって164人それぞれ

減少した。「運輸業，郵便業」部門は産業構成要因によって77人、地域特殊要因によって120人それぞ

れ減少した。

　第４象限には、「E 製造業」「D 建設業」が位置する。「製造業」部門は、産業構成要因によって122

人減少したものの、地域特殊要因によって418人増加した。「建設業」部門は、産業構成要因によって

229人減少したものの、地域特殊要因によって55人増加した。

６．おわりに
　本研究では、地域産業の成長を雇用（2009年及び2014年データに基づく従業者数）の増減で捉え、成長の要

因を地域変動化分析（シフト・シェア分析）によって全国成長要因、産業構成要因及び地域特殊要因に分

解して考察を試みた。

　その結果、おおむねつぎのことが明らかとなった。

　①　本研究において区分した稚内市、宗谷、道北、道央、道東及び道南の道内各地域は、いずれの

地域も地域特殊要因によるマイナスの影響がある。

　②　上記①において、地域特殊要因は産業構成要因よりも大きな影響を与えている。

　③　稚内市おける産業別成長要因としては、「医療，福祉」部門が産業構成要因、地域特殊要因と

もに成長に正の影響を与えた。

　④　同様に、「建設業」及び「卸売業，小売業」部門は全国的には衰退の傾向にあるものの、地域

固有の要因により正の影響を与え、総じて負の影響は軽減された。

　⑤　同様に、「運輸業，郵便業」「製造業」「宿泊業，飲食サービス業」及び「生活関連サービス業，

娯楽業」部門は、産業構成要因、地域特殊要因ともに成長に負の影響を与えた。

　⑥　宗谷地域おける産業別成長要因としては、「複合サービス事業」及び「医療，福祉」部門は全

国的には成長の傾向にあるものの、地域固有の要因が成長に負の影響を与えた。

　⑦　同様に、「製造業」及び「建設業」部門は全国的には衰退の傾向にあるものの、地域固有の要

因が成長に正の影響を与え、総じて負の影響は軽減された。
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　一方で、シフト・シェア分析が地域の成長率を（単に）分解したものであり、地域特殊要因が何に

よるものかを明らかにしたものではないことに注意が必要である（小本［2008］７頁）。このことは、佐

竹（1984）など他の文献でも指摘されている。そのため、シフト・シェア分析の結果に対して分散分

析や回帰分析を適用し、シフト効果に分解することの意味の統計的な検証や、シフト効果の経済的な

意味づけを検討する必要がある。

　また、本研究は産業大分類の従業者数データを用いたが、たとえば「製造業」といっても部門に属

する製造業は食料品、繊維、・・・、輸送用機械等、様々である。したがって、各産業部門の内訳を

吟味する必要があろう。さらには、製造品出荷額といった金額ベースのアプローチも必要と考えている。

　以上については、今後の課題として研究を継続したい。

●注釈

注１　本研究では、小本（2008）にいう産業構造要因を「産業構成要因」という。そもそも、シフト・シェア分析にお

いて分解した各項目の名称は論者によって異なる。たとえば、地理学においては、全国成長効果・比例効果・

競合効果といわれる例がみられるし、経済学においては、全国成長効果・構成効果・競合効果とされる例が

ある（濱田［2015］135頁）。本研究は、綿貫（2007b）を参考にして、産業構成に起因する部分を「産業構成要因」、

それ以外の部分を「地域特殊要因」と説明する。

注２　距離の測定は、ウェブサイト「地図蔵」（http://japonyol.net/、最終閲覧2016年１月１日）を用いた。なお、本研究にお

いて稚内市、占冠村間の距離は、稚内市役所と占冠村役場の距離を、北九州市、鹿児島市間の距離は、北九州

市役所と鹿児島市役所の距離を、それぞれ指す。

注３　産業分類の詳細については、総務省統計局（2014）を参照せよ。

注４　特化係数については、外枦保（2015）や綿貫（2007a）を参照せよ。

注５　本研究は、より顕著な特徴を有する産業を特化係数＞２とみなし考察する。

注６　特化係数は、当該地域の産業がどれだけ特化係数の高い産業に特化し、全国と比較してその特化の状況がどの

程度のものかを算出している。しかし、それは絶対的な数値でなく相対的なものであることに注意が必要であ

る。すなわち、特化係数が高い産業が「競争力が高い産業」なのか、あるいは「地域の経済を支える基盤産業」

なのかは、他の方法により慎重に検討する必要がある（外枦保［2015］）。
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●英文タイトル

The analysis of the industrial growth effects in Wakkanai city－ from a viewpoint of the shift-share analysis by 

persons engaged

●英文要約

　This study captured regional industrial growth by the increase and decrease of the employment （the persons 

engaged based on the data from 2009 to 2014）， decomposed into national growth effects, an industrial mix effects and 

regional share effects by shift-share analysis, and tried the consideration. As a result, the next became clear in 

general.

ｉ．In this study sorted Wakkanai city, Soya, Northern Hokkaido, Central Hokkaido, Eastern Hokkaido and 

Southern Hokkaido, each region has an negative influence by regional share effects, and regional share 

effects have an infl uence bigger than industrial mix effects.

ⅱ．For industrial growth effects in Wakkanai city, “medical care・welfare” sections had an equilateral 

infl uence on industrial mix effects and regional share effects, and　“transport and postal activities”,　

“manufacturing industry” ,　“accommodations, eating and drinking services” and “living-related and 

personal services, amusement services” sections had a negative infl uence　on industrial mix effects and an 

regional share effects.

ⅲ．For industrial growth effects in Soya region, although they tend to grow nationwide, in  “compound 

services” and “medical care・welfare” section, regional share effects had a negative infl uence.

●Key word

shift-share analysis, Economic census, persons engaged, national growth effect, 

industrial mix effects, regional share effects


